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研究要旨 

本研究は、在日外国人の分娩症例について調査・分析することで、彼女らの妊娠・出産の現状

と問題点を明らかにし、多文化共生時代における周産期医療のあり方を検討することを目的と

した。1990 年より 2001 年までに国立国際医療センター病院（東京都）での外国人分娩は 656

例で、全分娩 5473 例の 12%を占めた。また外国人分娩の割合は年々増加し、1990 年は 4.2％で

あったが、2000 年は 18.8％を占めた。国籍（出身地）は、東・東南アジア地域が 93.4%であっ

た。周産期異常の有無について日本人と比較したところ、早産率に差はなく、低出生体重児の

割合は日本人の方で高かった。一方で、外国人は帝王切開分娩が有意に多く、さらに外国人の

中でも日本語会話ができない者にそのリスクが高いことが明らかとなった。日本語能力が低い

ことで、1)妊産婦と医療従事者との意思伝達が阻害されること、2)自治体・病院からの保健医

療福祉に関する情報が不足すること、が問題点として考えられた。インフォームドコンセント

に基づいた医療サービスを提供するためには適切な通訳が必要であり、特に母児に異常が生じ

た場合には専門的な医療通訳が求められる。また外国人症例のうち分娩直前に初めて病院を受

診した飛び込み分娩は 12 年間で 21 例、3.2%であった。うち未婚者あるいは既婚者であっても

パートナーが不在であった者が 6 割、健康保険未加入者が 8 割と多く、社会的・経済的に不安

定な状態で妊娠・出産を経験する例が多いことが明らかとなった。本調査の結果、専門的医療

通訳導入と、外国人に対する周産期保健医療情報の提供の必要性が示唆された。 

 

A．緒言 

1980 年代なかば以降、日本における外国人登

録者数は急増した。2001 年末の外国人登録者総

数は 1,778,462 人で、1985 年の 850,612 人から

倍増している 1)。また超過滞在者は約 22 万人と

推定されており 2)、現在約 200 万人の外国人が

日本で暮らしていると推察される。 

それに伴い、日本で妊娠・出産・子育てをす

る外国人も増加した 3)。吉岡らは、新宿区の医

療機関を受診した外国人妊産婦に関する調査

から、在日外国人の診療には、医学上の問題

はもとより、社会的、経済的そして文化的な

面まで含めた広い視野が要求されると述べて

いる 4)。1996 年には厚生省母子保健強化推進

事業のひとつとして、「外国人母子への指導

体制の整備事業」が盛り込まれた 5)。しかし、

これ以降も医療現場からは、言語や文化・習

慣の相違、経済的な問題など、多くの課題が
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報告されている 6-13)。 

これまでに実施された在日外国人の母子保健

に関する研究は、少数例を対象としたものか、

事例検討がほとんどであった。本研究では、外

国人の分娩症例を多数取り扱う東京都心の医療

機関において、過去 12 年間の外国人分娩症例の

検討を行うことで、在日外国人の妊娠・出産の

現状と問題点を明らかにし、多文化社会におけ

る周産期医療のあり方と実践について提言する

ことを目的とした。 

 

B．研究方法 

B-1．施設 

本研究は国立国際医療センター（以下、セン

ターと略す）病院で実施した。センターは厚生

労働省管轄の総合医療機関で、病床数は 925 床

（うち産婦人科病棟は 38 床）。その所在地が多

数の外国人が居住する東京都新宿区であること、

国立の施設であること、救急患者の受け入れを

常時行うこと等の理由から、多くの外国人妊産

婦を受け入れてきた。医療ソーシャルワーカー

が常勤し、新宿区の入院助産指定病院となって

いる。なお海外協力や海外からの研修生の受け

入れを行う国際医療協力局はあるが、病院内で

は通訳の専門職は設けられていない。 

 

B-2．対象者、調査内容 

1990 年 1 月 1 日から 2001 年 12 月 31 日まで

の 12 年間に、センターにおいて妊娠 22 週以降

に分娩した全 5473 例を対象とした。全ての症例

について、国籍（出身地）、年齢、経産回数、分

娩時妊娠週数、分娩様式、産科手術の有無およ

びその適応、新生児の出生時体重、感染症の有

無について調査した。 

また産婦が外国人である症例について、現住

所、パートナーの国籍（出身地）、在日期間（自

己申告）、日本語能力、健康保険加入の有無と種

類、入院助産制度利用の有無、飛び込み分娩の

有無を調査した。 

「日本語能力」は、センターで産科医師、助

産師・看護師が共通認識として利用している基

準をそのまま活用し、日本語での日常会話が問

題なく可能な場合を「できる」、簡単な言葉に

言い換えれば可能な場合を「だいたい」、挨拶

や返事などごく限られた言葉しかできない場

合を「片言」、まったく出来ない場合を「でき

ない」とした。 

また「飛び込み分娩」とは、センター初診

後陣痛発来などの理由でただちに入院しその

まま分娩に至った症例、他の医療機関の受診

状況が不明あるいは一切の情報が得られなか

った症例、いずれかに該当する場合とした。

ただし他院からの母体搬送症例はここから除

外した。 

すべての情報は分娩台帳、診療録、看護記

録および医療事務記録から retrospective に

収集し、在日外国人分娩例の特徴を記述し横

断的検討を行った。 

また医療機関において、外国人の対応で一

般に苦慮することが多いと考えられる日本語

での日常会話が「できない」症例、また「飛

び込み分娩」の症例について、その特徴を記

述した。 

 要因分布の独立性の検定にはx2検定を用い

た。また日本語能力による帝王切開率のリス

クをオッズ比とその 95%信頼区間を算出する

ことにより求めた。データ入力には

FileMakerPro を、統計処理は STATA7 を用い

た。 

 

B-3．事例検討 

医療機関における外国人の対応で苦慮する

ことが多いと考えられる日本語日常会話が

「できない」症例、また「飛び込み分娩」の

症例について、日本語会話が可能な症例、飛

び込み分娩ではない症例とそれぞれ比較し、

その特徴を記述した。また診療および看護記

録から、個別の事例について、その背景と問

題点、対応について内容を分析した 14)。 
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C．結果 

C-1．外国人分娩例と日本人との比較 

C-1-1．分娩件数および割合の推移 

1990 年以降、毎年のセンターにおける分娩件

数は 409-508 例であった。外国人の分娩数は

1990 年以降漸増し、12 年間で 656 例であった。

総分娩件数に占める外国人の割合も年々増加し、

1997 年からは約 16-19％を占めた（表 1、図 1）。 

 

C-1-2．外国人の国籍（出身地） 

 国籍（出身地）は 33 カ国にのぼった。内訳は

「韓国・朝鮮」が最も多く 34.0％（223 例）、次

いで「中国」25.0％（164 例）、「タイ」15.2％

（100 例）、「フィリピン」10.7％（70 例）と続

き、地域別では東・東南アジアが全体の 93.4％

（613 例）を占めた（表 2）。 

 

C-1-3．年齢および経産回数 

外国人症例の年齢は 18-44 歳に分布し中央値

[25,75 パーセンタイル] は 30 [27-33] 歳であ

った。日本人症例は 15-46 歳で、その分布は外

国人症例と差がみられなかった。 

経産回数でも両群の分布に差はみられなかっ

た。外国人・日本人ともに半数以上が初産婦で

あった。（表 3） 

 

C-1-4．分娩時妊娠週数 

 両群ともに中央値は39週4日と同じであった。

また早産例は外国人では 5.3%、日本人では 5.9%

であり有意差は認められなかった。（表 3） 

 

C-1-5．分娩様式 

外国人と日本人の分布には有意差があり

（x2-test, P<0.001）、外国人では頭位経腟分娩

が少なく、帝王切開が高率であった。（表 3） 

 

C-1-6．新生児の出生時体重 

 体重の分布には両群で有意差があり（x2-test, 

P<0.001）、外国人では低出生時体重児の割合が

少ない一方で、体重 4000g 以上の児の割合が高

かった。（表 3） 

 

C-1-7．帝王切開、鉗子･吸引分娩の適応 

帝王切開、鉗子･吸引分娩の適応を、それぞ

れ表 4、5に示す。帝王切開の適応は絶対的母

体適応（子宮破裂、常位胎盤早期剥離、児頭

骨盤不適合、前置胎盤、横位）、胎児適応（骨

盤位、胎児仮死、遷延分娩、子宮内胎児発育

遅延、子宮内感染、前期破水、多胎）、子宮瘢

痕（子宮筋腫術後、帝王切開既往）、本人希望、

妊娠中毒症、感染症（外陰ヘルペス、尖形コ

ンジローマ、HIV）、その他の母体疾患（てん

かん、統合失調症、脳腫瘍、等）、その他、不

明に分けて検討した。 

外国人と日本人では、適応の分布に有意差

がみられた（x2-test, P<0.001）。個々の適応

では、絶対的母体適応に両群で差はみられな

い一方、外国人で子宮瘢痕と本人希望が多く

みられた。 

鉗子・吸引分娩の適応は、胎児仮死、分娩

第 2期遷延、分娩第 2期短縮目的に分けて検

討したが、外国人、日本人両群で有意差はみ

られなかった（x2-test, P=0.18）。 

 

C-2．外国人分娩例の特徴 

C-2-1．居住地 

外国人分娩例の居住地（自己申告した住所）

を表 6に示す。センターの所在地である新宿

区が 74.2％（487 例）と大半を占めた。また

新宿区と隣接する中野区（4.1％、27 例）、豊

島区（2.6%、17 例）、文京区（2.3%、15 例）、

渋谷区（2.1%、14 例）が続き、東京 23 区で

全体の 94.8％を占めた。 

 

C-2-2．パートナーの国籍（出身地） 

パートナーの国籍（出身地）は、記載があ

った例が 615 例で全外国人分娩の 93.8%であ

った。その内訳は、本人と同じ例が 53.3%（328

例）、外国籍で本人と異なる例が 5.4%（33 例）、

日本人である例が 41.3%（254 例）であった。 

 

C-2-3．対象者の在日期間 

 在日期間の中央値は 3 年 5 ヶ月。3 年未満

は 31.7％（208 例）、3年以上 7年未満が 32.3%
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（212 例）、7年以上が 20.1%（132 例）、不明例

が 15.9%（104 例）であった。また在日 15 年以

上の長期居住者は 17 例と少なかった。 

また 1990-92 年、93-95 年、96-98 年、99-2001

年と、3 年ごと 4 期に分けて在日期間を検討し

たところ、在日期間 3年未満の者は全期間にわ

たって 30％前後みられた。（表 7） 

 

C-2-4．日本語会話能力 

日本語能力は、「可能」が 44.2%（290 例）、「だ

いたい」が 25.2%（165 例）、「片言」が 20.1%（132

例）、「できない」が 4.7%（38 例）、不明例が 4.7%

（31 例）であった。（表 8） 

 

C-2-5．健康保険 

国籍（出身地）別の健康保険加入状況を表 9

に示す。49.2%（323 例）が国民健康保険（国保）

に加入していた。一方で保険に加入していない

者は 30.6%（201 例）であった。また国籍（出身

地）によって保険加入の有無および種類が異な

っていた。 

「韓国・朝鮮」では、国保が 63.2%（141 例）、

その他の保険が15.7%（35例）、未加入者が18.4%

（41 例）であった。 

「中国」では、国保が 59.8%（98 例）、その他

の保険が 19.5%（32 例）、未加入者が 18.4%（41

例）であった。 

「フィリピン」では、国保が 30.0%（21 例）、

その他の保険が31.4%（22例）、未加入者が34.3%

（24 例）であった。 

「タイ」では、未加入者が最も多く 82.0%（82

例）、次いで国保が 10.0%（10 例）であった。 

 

C-2-6．入院助産制度 

国籍（出身地）別の入院助産制度被適用状況

を表 10 に示す。被適用者は全体では 11.4%（75

例）、国籍（出身地）別の被適用者割合は「韓国・

朝鮮」が最も多く 21.5%、次いで「中国」7.9%、

「タイ」6.0%であった。 

 

C-2-7．産褥 1ヶ月健診 

80.5%（528 例）が健診を受診していた。 

C-2-8．日本語ができない分娩症例の特徴 

日本語ができない 38 例と、できる・だいた

い・片言をその他とした 587 例を比較した結

果を表 11 に示す。 

年齢、分娩時週数、新生児体重、健康保険

の有無、産褥 1ヶ月健診受診の有無には、両

群で差がなかった。また日本語ができない群

で、初産婦、パートナーが外国人、在日期間

3年未満の者が有意に高かった。 

分娩様式では、帝王切開の割合が、日本語

ができない群で高い傾向がみられたため、日

本語能力をできる、だいたい、片言、できな

いの 4群に分けて再度検討した。 

帝王切開のオッズ比は、日本語能力が「で

きない」群が「できる」群に比して、2.2 倍

有意に高かった（表 12）。 

 

C-2-9．「飛び込み分娩」症例の概要 

飛び込み分娩は 21 例で、全外国人分娩の

3.2%であった。うち 1 例の前期破水と、1 例

の重症妊娠中毒症を除く 19 例が陣痛発来で

の入院であった。初産婦は 8例、経産婦は 13

例。入院から分娩までに要した時間は初産婦

では全例 4時間以上であったが、経産婦では

1 時間以内が 6 例と約半数あり、うち 1 例は

救急外来での墜落産であった。 

飛び込み分娩群と、それ以外の群を比較し

た結果を表 13 に示す。飛び込み分娩例では年

齢分布が有意に低かった。また経産婦が多い

傾向があった。産前の状況が不明な例が多い

ため妊娠週数不明例が過半数であった。経腟

分娩例が有意に多い一方で、低出生体重児の

割合が高かった。社会的背景では、未婚者、

健康保険未加入者が有意に多かった。また産

褥 1ヶ月健診受診者は少なかった。 

 

C-3．事例検討 

日本語が「できない」ことに起因したと考

えられる問題を持つ代表的事例、ならびに飛

び込み分娩事例について記述する。 
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C-3-1．感染症罹患というプライバシーへの配慮

が困難であり、また早期発見・治療が必要な疾

患への対処が未受診のためできなかった事例 

＜事例 1＞国籍（出身地）タイ。32 歳、1 回経

産、在日期間不明。パートナーもタイ出身。ホ

ステスをしており同僚に付き添われて陣痛発来

にて入院した。健康保険未加入。最終月経から

推定し妊娠 38 週相当、梅毒に感染が認められた

（STS 定性 ++、TPHA 定性 ++）。分娩経過には異

常なく、頭位経腟分娩で 1810g の児を出産した。

児のアプガースコアは 1 分後、5 分後ともに 1

点であり、生後 3日目に全身臓器原虫感染症の

ため死亡した。 

産後に、同僚に通訳をしてもらい状況を聞き取

ったところ、妊娠中は十分な食事や睡眠のとれ

ない生活をしていたようであった。妊婦健康診

査も受診しておらず、破水時期も不明であった。

梅毒治療の説明も同僚に通訳を依頼した。経口

抗生物質の投与を受けたが、医師から必ず受診

するように言われていた産後の健診も未受診で

あったため、治療が完遂できたかどうか不明で

あった。 

 

C-3-2．保健指導が困難で、分娩時に本人がパニ

ックを来たした事例 

＜事例 2＞国籍（出身地）ネパール。20 歳、初

産。在日 6ヶ月。パートナーの国籍（出身地）

は不明。センターで妊婦健康診査受診時に母子

健康手帳を取得するよう助産師が促したところ、

一般書店に購入に行ってしまい、再度手続きに

ついて説明し直した。分娩中は助産師が付き添

ったが、日本語も英語も通じず、本人が混乱し

暴れて分娩となった。妊娠 40 週 6 日、正常分娩

で 3175g の児を出産。入院中の保健指導は兄が

通訳をした。産後 1ヶ月健診は受診していない。 

 

C-3-3．筆談が可能であったが、保健指導が困難

であった事例 

＜事例 3＞国籍（出身地）中国。32 歳、初産。

在日 1年。パートナーも中国出身。妊娠 40 週 1

日、微弱陣痛のため陣痛促進を行ったが、本人

およびパートナーの強い希望により、帝王切開

で 3850g の児を出産した。漢字の筆談でコミ

ュニケーションをとったが、育児指導、産後

の健康管理や家族計画指導など、具体的かつ

細かい説明は筆談では表現できず、不十分の

まま退院となった。 

 

C-3-4．保健指導や治療、精神的ケアに困難を

来たし、また信頼関係も築きにくかった事例 

＜事例 4＞国籍（出身地）スペイン。35 歳、

初産。在日期間不明。パートナーはフランス

出身。本人はフランス語とスペイン語のみ、

パートナーはフランス語と英語の会話が可能。

助産師は片言の英語を用い、パートナーを通

訳とした。妊娠 10 ヶ月、陣痛発来のため入院

したが、分娩経過中に本人の思うように周囲

とコミュニケーションがとれなかったこと、

また自分が思い描いていたバースプランのよ

うに分娩が進行しなかったため、イライラし

投げやりな様子がみられた。妊娠 39 週 3 日、

胎児仮死と分娩停止のため帝王切開で 2780g

の児を出産。分娩後もパートナーを通訳とし、

パートナーが不在のときはボディランゲージ

で助産師とのやり取りを行った。希望してい

た経腟分娩ではなく帝王切開になったことに

ついては、言葉の問題もあり、分娩経過の振

り返りなどの精神的なケアが不十分となった。 

 

＜事例 5＞国籍（出身地）中国。28 歳、初産。

在日 1年 4 ヶ月。パートナーも中国出身。外

来にはパートナーが付き添い通訳した。妊娠

24 週に前置胎盤のため入院。漢字の筆談とパ

ートナーの通訳によりコミュニケーションを

とった。入院病室のなかでも話し相手がいな

いため自然に孤立してしまう状況であった。

言葉の問題から、安静の必要性や程度が上手

く伝わらず、同時に本人の自覚症状の把握も

困難であった。また医療従事者に自分の気持

ちを話したり質問をすることもできず、医療

従事者も本人の不安やストレスが容易に想像

はできるのに、いたわりや思いやりの言葉を

掛けられなかった。 

約 2 週間入院し、前置胎盤については軽快
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退院となった。その後、妊婦健康診査で定期的

に経過観察されていたが異常はみとめられなか

った。妊娠 40 週 0 日に異常出血があり外来から

緊急入院、常位胎盤早期剥離の診断で緊急帝王

切開となった。手術のインフォームドコンセン

トを得る時点ではパートナーが不在であり、身

ぶり手ぶりと筆談で説明し、本人も了承した。

児は 3278g、5 分後アプガースコアが 1点。新生

児仮死のため入院加療したが、数日後に死亡し

た。児の死亡についてはパートナーを交えて本

人の気持ちを聞き取ったが、本人が悲嘆のプロ

セスをたどる様に十分話し合うことはできにく

かった。また、常位胎盤早期剥離という予測し

にくい突発的な合併症から児が死亡したため、

医師の説明内容の詳細な部分や微妙な表現につ

いて、理解を得にくかった。 

 

C-3-5．言語の問題で帝王切開を選択せざるを得

なかった事例 

＜事例 6＞国籍（出身地）コロンビア。21 歳、1

回経産。在日 1年 6 ヶ月。パートナーもコロン

ビア出身。前回妊娠時に児頭骨盤不均衡のため

コロンビアで帝王切開を受けていた。今回の妊

娠時、センターでは X線骨盤計測上は児頭通過

可能と判断されたが、前回帝王切開の状況が不

明であったため、反復帝王切開術が選択された。

妊娠 38 週 1 日 2680g の児を出産。産後 1ヶ月健

診は受診していない。 

 

＜事例 7＞国籍（出身地）ミャンマー。28 歳、

初産。在日 1年。パートナーもミャンマー出身。

妊娠 36 週で他院から転院してきたが、紹介状や

母子健康手帳がなく、妊娠経過が不明であった。

転院後 2日目に骨盤位の管理目的のため入院。

日本語でのコミュニケーションができないこと

から、経腟骨盤位分娩の誘導が適切にできない

と判断されたため、妊娠 37 週 2 日、帝王切開で

3125g の児を出産。外来通院時に、医師から「帝

王切開にはお金がかかるので健康保険に加入し

た方が良い」と勧められていたが、加入できな

いということで未加入のままであった。 

 

C-3-6．言語カードを本人と一緒に作成し、分

娩時の不安が軽減した事例 

＜事例 8＞国籍（出身地）中国。36 歳、初産。

在日 2ヶ月、本国で医師をしていた。パート

ナーも中国出身。来日早々に切迫早産で入院

した。当初は言葉が通じず、日本の医療にも

戸惑う様子であったが、漢字筆談でコミュニ

ケーションをとったこと、入院中に医療従事

者と顔見知りになったこと、また受け持ち助

産師が「出産時に使用する言語カード」を本

人とパートナーに確認しながら一緒に作成し

準備したことで、本人の不安の軽減につなが

った。妊娠 39 週 3 日、正常分娩で 3070g の児

を出産した。 

 

C-3-7．通訳が関わり言語の問題が解決できた

と考えられる事例 

＜事例 9＞国籍（出身地）中国。26 歳、初産。

在日 1年。パートナーも中国出身。外来での

保健指導時には情報収集、保健指導が非常に

困難であった。しかし入院時には本人が通訳

を用意した。妊娠 40 週 6 日、尖型コンジロー

マのため帝王切開で 3160g の児を出産した。 

 

＜事例 10＞国籍（出身地）ベトナム。23 歳、

初産。在日 8ヶ月。パートナーは日本人。HIV

感染があり母国で告知をうけていたが、来日

後に治療を開始した。HIV 感染があるという

理由から妊娠中より小林国際クリニック（神

奈川県大和市）の通訳が医療通訳として関わ

った。新生児のことや疾患についての不安が

あり、医療にも慣れずますます不安が増強し

た。本人、パートナー、通訳、センターの HIV

コーディネーター、小児科看護師、助産師が

チームで関わり、本人も子育てを受け入れた。 

 

C-3-8．言語の問題があったため検査が重複し

費用を要した事例 

＜事例 11＞国籍（出身地）中国。25 歳、初産

婦。在日 6ヶ月。パートナーも中国出身。妊

娠 27 週でセンター初診。B型肝炎の感染（HBs

抗原陽性、HBe 抗体陽性）があった。前医で
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血液検査をしていたようであったが紹介状がな

く、また肝炎のことを本人が知らされていなか

った、あるいは記憶していなかったため、セン

ターでの再度の採血で感染を知ることとなった。

パートナーは日本語会話ができたので、通訳の

ため出産に立ち会ったが、本人が出産時パニッ

クとなった。妊娠 40 週 0 日、胎児仮死のため鉗

子分娩で 2860g の児を出産した。 

 

C-3-9．重篤な妊娠合併症や感染症を持った飛び

込み分娩例 

＜事例 12＞国籍（出身地）タイ。23 歳、初産。

パートナーは日本人だが未婚。日本語能力は片

言。健康保険未加入。センター初診時に妊娠 10

ヶ月。血圧 200/140mmHg、尿蛋白陽性、全身の

浮腫、腎機能の悪化（血清クレアチニン 

1.8mg/dl）をみとめた。本人は約一ヶ月前から

浮腫の自覚があったとのことだが、どの医療機

関も受診していなかった。B型肝炎の感染（HBs

抗原陽性、HBe 抗原陽性）もあった。重症妊娠

中毒症のため、同日中に緊急帝王切開術施行。

3400ml の腹水を認め、術後に胸水貯留と低アル

ブミン血症を発症した。術中出血は 560g であっ

たが、術後貧血（術後 1 週間後 HB 8.9g/dl、2

週間後 HB 9.0g/dl）も認められた。児は 2615g

で特に問題はなかった。産後一ヶ月健診は受診

したが、その後の受診は自己中断している。 

 

＜事例 13＞国籍（出身地）タイ。22 歳、3回経

産、パートナーは日本人だが行方不明。上の子

どもはタイに在住していた。日本語会話能力は

片言で、健康保険未加入であった。妊娠 10 ヶ月

相当（推定）、陣痛発来のため入院、分娩経過は

異常なく正常分娩で 3470g の児を出産した。入

院時の血液検査から B 型肝炎（HBs 抗原陽性、

HBe 抗原陽性、HBc 抗体陽性）と梅毒（TPHA 定

性 ++）の感染が認められた。産後に貧血（Hb 

8.0g/dl）が認められた。 

 

C-3-10．突然の胎位異常の分娩にむけて医療体

制整備に苦慮した飛び込み分娩例 

＜事例 14＞国籍（出身地）タイ。30 歳、1回経

産、仕事はホステス。パートナーもタイ出身。

妊娠 42 週、骨盤位分娩で 2335g の児を出産し

た。入院時子宮口 9センチ開大、入院から分

娩までは約 2時間であった。児は低出生体重

時のため入院加療を要した。母子健康手帳を

持っていなかった。 

 

＜事例 15＞国籍（出身地）韓国。30 歳、1回

経産。パートナーは日本人。他県から引っ越

してきたばかりで、以前の情報は一切詳細不

明。C型肝炎の感染があった。妊娠 27 週 0 日

陣痛発来にて救急車で来院、横位、上肢脱出、

胎児仮死のため緊急帝王切開となった。分娩

時出血は 688g、産後貧血（Hb 9.6g/dl）と肝

機能障害が認められた。児は 1010g アプガー

スコア 2点で出生、早産未熟児のため入院加

療を要した。 

 

C-3-11．生活背景の不安定さが推察された飛

び込み分娩例 

＜事例 16＞国籍（出身地）タイ。20 歳、初産。

パートナーもタイ出身。妊娠 37 週相当（推定）。

在日 1年で日本語能力は片言。料理店で働い

ており、入院前日から陣痛があったが、我慢

して働いていたとのことであった。しかし、

とうとう我慢できなくなり、午後 9時過ぎに

救急車で入院した。入院から 7時間後に、正

常分娩で 2640g の児を出産した。産後 1ヶ月

健診は受診していない。 

 

＜事例 17＞国籍（出身地）インドネシア。26

歳、1 回経産。パートナーの国籍（出身地）

は不明。妊娠 39 週相当（推定）。センターの

救急外来を受診し、その場で墜落分娩。住所

が江東区であったが、なぜ新宿のセンターに

来院したのかは不明であった。児は 3420g で

特に問題なし。経済的理由により入院期間を

短縮した。産後 1ヶ月健診は受診していない。 

 

＜事例 18＞国籍（出身地）タイ。20 歳、初産。

パートナーもタイ出身だが、妊娠を告げたと

たん行方不明となった。オーバーステイで健
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康保険未加入。日本語ができなかったため、友

人が付き添い通訳した。妊娠 38 週相当（推定）、

分娩経過は異常なく正常分娩で 3300g の児を出

産。産後 1ヶ月健診は受診していない。 

 

＜事例 19＞国籍（出身地）韓国。37 歳、1回経

産。パートナーは行方不明。妊娠 5ヶ月まで給

食センターで働いており、健康保険に加入して

いた。オーバーステイ。3 日前から友人宅に同

居しており、その人の紹介で来院、家族はいな

い。妊娠 40 週 1 日分娩経過は異常なく、入院後

約 2時間足らずで 2770g の児を出産した。 

 

＜事例 20＞国籍（出身地）タイ。23 歳、1回経

産。オーバーステイ。パートナーはインドネシ

ア出身で、オーバーステイのため拘留されてい

た。健康保険未加入。前回の分娩もセンターを

分娩の 1週間前に初診、妊娠 37 週で正常分娩し

ていた。今回妊娠 35 週相当（推定）。分娩経過

は微弱陣痛であったが、他は問題なく 2664g の

児を出産した。児は感染症疑いのため入院加療

を要した。第 1子の世話をする人がいないので、

母親の入院期間を短縮した。産後 1ヶ月健診は

受診していない。 

 

C-3-12．自分の妊娠を受容できないまま分娩に

至った飛び込み分娩例 

＜事例 21＞国籍（出身地）韓国。26 歳、初産。

パートナーも韓国出身だが、妊娠を告げたとた

ん行方不明となった。在日 3年の学生で 6ヶ月

前から在留期限が過ぎており、近々帰国予定で

あった。健康保険未加入。経済的には本国の両

親から援助を受けていたが、妊娠のことは知ら

せていなかった。本人は「中絶も考えたが、お

金の問題もあり悩んでいたら日が経ってしまっ

た」とのことであった。妊娠 38 週 5 日正常分娩

で 2320g の児を出産。児は低出生体重児のため

入院加療した。子どもを育てる意志がなく、授

乳や母子同室、沐浴など子どもの世話も希望せ

ず、医療ソーシャルワーカーと相談し、児は乳

児院に入ることとなった。産後 1ヶ月健診は受

診していない。 

D．考察 

D-1．センターで分娩した在日外国人の背景 

1980 年代から日本で暮らす外国人が急増

してきた。本研究でもセンターでの外国人分

娩数、割合ともに増加がみられた。その大半

がアジア地域出身者であり、74.2％が新宿区

に居住していた。 

今回検討対象となった外国人のほとんどは、

いわゆるニューカマーであった 15)。近年は彼

らの定住化傾向が指摘されているが 1)、同時

に本研究の結果から、在日期間 3年未満の者

が調査期間中で常に約 3割を占めており、新

しい外国人の流入も続いていることが示され

た。健康保険未加入者がおよそ 3割を占める

ことを併せて考えると、社会的・経済的に不

安定な外国人が相当数存在することが推察さ

れた。 

しかしこのような特徴は、外国人の国籍（出

身地）、地域や自治体、医療機関の受診者など

によっても異なることが予測され、単一の対

策では必ずしも適切でないと考えられた。 

 

D-2．在日外国人の分娩と新生児の特徴 

外国人の早産率は 5.3%であり、センターで

の日本人分娩例との間に有意差は認められな

かった。また 2000 年の日本国内での早産率は

5.4%であり 16)、センターでの分娩例もほぼ同

様の数値であった。 

低出生体重児の割合は、外国人で 6.4%、日

本人で 10.0%であり、日本人で有意に高率で

あった。2000 年の日本国内での低出生児割合

は 8.6%であり 16)、センターの日本人分娩例で

低出生体重児の割合はやや多い。その理由と

して、センターが母体搬送を受け入れること

からリスクの高い症例が集まりやすいためで

あると考えられた。以上から、早産率、低出

生体重児の割合という点からは、外国人と日

本人でリスクはほぼ同じと考えられた。 

分娩様式を比較すると、外国人に帝王切開

が高率であった。またその適応では「子宮瘢

痕」「本人の希望」が日本人に比べ高率であっ

た。 
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さらに外国人の中でも、日本語会話が「でき

ない」者が、それ以外の者に比べて、帝王切開

のリスクが高かった。松井らはセンターの 1996

年までの分娩例の検討で同様の傾向を既に指摘

している 17)。本研究でも日本語会話能力が低い

場合には、帝王切開率が増加することが確認さ

れた。 

在日外国人に言葉の問題があると、既往分娩

や産科手術に関する情報不足のため試験分娩に

必要な情報を得られず、反復帝王切開をせざる

を得ないこと、また言葉が通じないことで、医

療従事者が有効な分娩誘導と指導ができず、産

婦自身や家族も早期に分娩が終了する帝王切開

を希望する、という状況が推察される。周産期

医療現場において、言語コミュニケーションの

問題は、早期に解決しなくてはならないもので

ある。 

 

D-3．日本語ができない事例 - 問題点と対策 

外国人に限らず、妊娠・出産・育児は身体的

精神的変化をともなう、「命をかけた」できごと

であり、母子の安全と安楽、自立を守るために、

妊娠以前あるいは妊娠早期より、知識の普及と

生活指導、医学的管理、バースプランの構築、

社会資源の情報提供など総合的な支援が必要で

ある。しかし、日本語ができないことに起因し

て、医療従事者と妊産婦との間で適切な意思の

伝達ができないこと、また保健医療サービスに

関する情報が共有されていないこと、の２点が

外国人の場合に特有の問題として指摘できる。

以下にこれらを詳述し、その対策について考え

る。 

 

D-3-1．問題 1 - 適切な意思伝達の阻害 

外国人妊産婦の日本語能力に問題がある場合、

医療従事者とコミュニケーションがとれないこ

とで、多くの問題が発生する。 

第一に既往歴を含めた病歴や自覚症状の確認

が困難となる。そのため場合によっては急を要

する分娩の場において、本人からの情報収集に

手間がかかる上、情報も限定されてしまうこと

が起こりうる。また刻一刻と変化する妊産婦の

状況把握を客観的な観察のみに頼ることとな

り、医療従事者の負担が非常に大きくなる。

また前回の分娩情報や他院受診情報の不足か

ら、リスクをさけるために帝王切開を選択せ

ざるを得ない事例があるなど、分娩方法が限

定されることさえある。 

また治療内容の説明も困難となるため、特

に重篤な合併症や母児の予後が悪い疾患を罹

患している場合など、医師患者信頼関係の形

成も含めて診療に支障をきたすことがある。

さらに分娩時には特に不安が増強しやすいた

め、正常分娩の場合でも産婦の混乱やパニッ

クを引き起こし、適切な分娩誘導が困難とな

る。 

また自分の意志を医療従事者に伝えられな

いという問題がある。したがって、あらかじ

め本人が希望していたバースプランを実践す

ることも困難になる。妊娠から産褥を通して

の妊産婦への精神的な支援は、外国での妊

娠・出産・育児であれば尚更に重要視される

べきことであるが、言語の問題があると、も

っとも阻害される部分である。医療従事者自

身も妊産婦の問題を認識しながらも、適切な

医療や看護を提供できないためにストレスを

感じることになる。 

 

D-3-2．問題 2 - 保健・医療・福祉に関する

情報不足 

外国人妊産婦が保健医療福祉制度を利用す

る際に、必要な情報が得られない問題がある。

例を挙げると、日本の医療保険制度、出産育

児一時金、入院助産・養育医療・育成医療制

度、施設での医療設備や看護体制、母子健康

手帳の交付と利用、病院での医療ソーシャル

ワーカーの利用、保健所における母親学級、

などの情報が不足している。 

また、受診していた医療機関を変える際に

紹介状やデータがあれば、不必要な検査の重

複を避けられるが、そのシステムを本人が知

らない場合もある。 
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D-3-3．問題の解決策 

事例を振り返り、医療従事者と外国人妊産婦

が言語的なコミュニケーションをとるために、

通訳の専門家、家族や友人による通訳、言語カ

ード、ボディランゲージなど多くの方法を駆使

していたことがわかった。 

センターでは、他院から支援を受けたり、本

人が通訳を同伴してくる場合を除き、ほとんど

は家族や友人に通訳を依頼した。生活での注意

点など家族が共通して理解しておいた方が良い

事項もあり、日常生活の指導や情報収集などは、

専門の医療通訳に頼らなくても良い場合もある。

施設に通訳がいないから外国人妊産婦の診療が

できないと考えるのは誤りである。 

しかし、一方で、家族や友人に通訳を依頼す

る場合、いくつかの問題が残される。妊産婦の

プライバシー確保、通訳者の時間的制限、通訳

に期待される仕事量の増加、医学専門用語が通

訳し難い、などという点である。特に医学上の

問題が起こった場合、第 3者による適切な専門

的通訳が望まれる。医療従事者と患者、家族の

インフォームドコンセントに基づいた医療を進

めるためには、ボディランゲージや筆談だけで

は不十分であり、母語によるコミュニケーショ

ンが必要であることは言うまでもない。特に感

染症の罹患や治療説明、異常時の治療や看護、

経過の説明などは医療通訳が行うべき事柄であ

る。 

 今後日本がますます多民族化していくことを

考えると、各施設や自治体で医療通訳体制を整

えることが必要である。しかし、一施設、一自

治体で体制を整えるには、人材確保の面で困難

なことが多いため、組織的に医療通訳養成とネ

ットワーク強化、医療通訳者の身分保障などの

方策を検討すべきである。通訳体制を整えた上

で、家族や友人の通訳、筆談などで済まされる

ことと、専門的な通訳に依頼することを区別す

れば、医療従事者や外国人妊産婦双方にとって

言葉の負担が軽減すると思われる。 

また分娩にむけて、施設見学や医療従事者と

の交流、分娩時に親しい家族が立ち会うことが

不安の軽減につながるのは、外国人に限ったこ

とではない。言語カードも、既成のものを使

用するだけでなく、本人や家族を交えて確認

しながら作成する方が、本人や医療従事者自

身の意識を高め不安の軽減につながる。セン

ターでは外来診療の際に妊産婦に配布する入

院案内は、センターを利用した外国人妊産婦

に協力を得、各国の対訳版を作成している。

手作り感があり、かつ種類も多くそろえるこ

とができるので、医療への抵抗感の軽減に役

立つ。 

 上述したような実施可能な対策は、費用の

面では施設単独で行うことには限界があり、

またその効率も悪い。厚生省母子保健強化推

進事業のひとつである「外国人母子への指導

体制の整備事業」は、各自治体に向けられた

ものであるが、同様に医療機関に対しても、

適切な支援を行っていくべきである。 

 

D-4．「飛び込み分娩」事例 - 問題点と対策 

D-4-1．事例の特徴と問題点 

飛び込み分娩例の特徴として、妊娠中毒症

や感染症を未治療のまま放置していたり、パ

ートナーが不在、超過滞在者、健康保険未加

入など社会的・経済的に不安定な状態で妊

娠・出産を経験する例が多いことが明らかと

なった。また、母子健康手帳を持っていない、

妊婦健康診査だけでなく産後 1ヶ月健診も受

診していないなど、医療機関へのアクセスが

阻害され、母子保健上の支援を享受できてい

ない例が多いといえる。 

飛び込み分娩の問題点は、(1)まさに受診し

た時点で分娩が進行中であるため、妊産婦の

情報が非常に少ない状態で分娩に至ること、

(2)妊産婦が身体的に安全に出産が出来る状

態とは限らないこと、(3)胎児の健康状態に関

する情報が不足している上、必ずしも新生児

が良い健康状態とは限らないこと、(4)分娩ま

でに医療従事者との信頼関係が築かれていな

いことである。また医療従事者にとっても、

種々の判断材料に欠けることから、通常以上

に緊張とストレスを強いられる分娩であるこ

とも問題となる。 
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D-4-2．医療機関の課題 

外国人妊産婦が、母子健康手帳を取得し、定

期的に医療機関を受診するには、(1)その必要性

と利点を十分に理解していること、(2)経済的に

安定していること、(3)医療従事者と信頼関係が

築けていることが必要である。 

母子健康手帳と妊婦健康診査の必要性や利点

を説明することは、周産期医療に関わる医療関

係者の義務であり、妊婦が納得するまで十分に

説明し、その理解を確認することが必要である。

その過程で、医療従事者との信頼関係も自然に

築かれると思われる。 

経済的な支援は、医療保険制度、入院助産制

度、未熟児養育医療、育成医療の適切な利用に

よって可能となると考えられるが、これらの点

については後述する。 

一般に外来診療において、医療従事者は「次

回どのような診療や検査を、何のために行い、

費用はどのくらいかかるのか」を説明すべきで

ある。日常診療の中で多くの時間をさくのは困

難な場合も多いが、パンフレットやポスターな

どの媒体を駆使し、説明の助けとしたり、それ

らによって本人の意識づけを助けていくことは

可能であると考える。 

また、飛び込み分娩をした妊産婦にとって、

入院出産は彼女らが唯一医療にアクセスできた

機会であり、医療従事者はその機会を利用して、

母子が健全に生活を営むことができるよう、適

切な母子保健制度や医療保障制度を適用し支援

すべきである。同時に将来の家族計画、妊娠・

出産への対応、子どもへのワクチン接種や健康

診断など、総合的に保健・医療に関する説明を

行うべきであると考える。 

 

D-5．健康保険制度の現実と課題 

 在日外国人の加入している健康保険は、国民

健康保険が最も多く約 5割の者が加入している

一方で、未加入者も 3割みられた。入院助産制

度を利用した者は約 1割であった。 

 国籍（出身地）別に加入している健康保険を

検討すると、「韓国・朝鮮」と「中国」の外国人

の傾向が類似しており、国民健康保険が最も多

く約 6割、その他の保険が約 2割、健康保険

未加入の者が約 2割であった。「フィリピン」

の外国人は、国民健康保険、その他の保険、

健康保険に加入していない者がそれぞれ約 3

割であった。「タイ」の外国人は健康保険に加

入していない者が最も多く 8割を占め、次い

で国民健康保険が 1割であった。 

韓国・朝鮮人ならびに中国人は、日本での

居住歴も古く、世代を重ねていることもあり、

たとえ本人がニューカマーであっても、親戚

縁者が日本に定住していることも多い。また

多くの同国人コミュニティが確立されている。

そのため、日本の健康保険制度に対して知識

や情報があり、加入に対する抵抗感が比較的

少ないことが予測される。また職業をみると、

国民健康保険に加入しやすい「留学生」であ

ることもしばしば見受けられる。入院助産制

度の適用者が「韓国・朝鮮」「中国」が多いの

も、生活基盤が日本に定着しており、それだ

けの情報を手に入れるツールを持っている現

れだと考えられる。 

フィリピン人は、そのパートナーが日本人

である場合が多い。そのため健康保険に関す

る知識や情報があり、また在留資格からも健

康保険に加入しやすいと思われる。 

逆に、地域にコミュニティのない外国人や

日本語の不自由な外国人の場合、情報不足か

ら健康保険に関する正しい知識が伝わりにく

い。さらには在留資格の問題から保険に加入

できないこともある。さらに、いつ利用する

かわからない健康保険のために、お金をあら

かじめ定期的に支払うという制度に加入する

ことには大きな抵抗を示す場合もあるだろう。 

外国人の在日年数の推移をみると、常に新

しい外国人の流入と流出があると考えられ、

しかもほとんどの外国人は「今後日本に永住

するかどうか決まっていない」ニューカマー

であることが推察される。現在の国民健康保

険制度は、年金や介護保険への同時加入を義

務付けている自治体がほとんどであり、その

ため負担する保険料も比較的高額となる。い

つまで日本に居住するかわからない外国人に
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とって、恩恵を受けられるか定かでない制度に

加入しなくてはならないことが、健康保険加入

を阻害する一要因と考えられる。 

保険未加入の場合、病気になっても高額な医

療費を支払えないので、「自覚症状があっても

ぎりぎりまで我慢して病院には行かない」「市

販薬で済ませる」状況を作り出し、結果として

病状が悪化してからようやく医療機関を受診し

医療費がさらに高額となる、という悪循環を繰

り返すという事例もみられた。 

 吉岡らは、すでに 1992 年の厚生省心身障害研

究報告書の中で、「生命に関わる緊急医療対策

については、外国人の医療保険の設置、あるい

は基金（中略）の創設等を考慮すべきではなか

ろうか」と指摘している 18)。本研究で明らかに

なった問題事例に対する解決策としても、やは

り在日外国人の基本的人権を保障する最低限の

医療保険制度について一考が必要ではないだろ

うか。 

 

D-6．母子保健制度の現状と課題 

飛び込み分娩の事例では、妊婦健康診査を利

用しない理由の 1つに経済的理由が挙げられて

いた。妊婦健康診査に必要な費用は、基本的に

は全額自己負担となるため、経済的に困窮して

いる妊婦は受診しにくい。母子保健法に定めら

れている「保健指導票」交付により、収入の少

ない世帯や生活保護世帯の妊婦は費用が免除さ

れるが、適用要件が限られていることがあるほ

か、検査の種類や内容によっては自己負担が必

要となる場合がある。しかし入院助産制度の適

用を早くから受けることによって、助産扶助が

受けられる場合があり、それによって妊婦健康

診査の受診が容易になると考えられる。 

また新生児については、必要な場合に養育医

療あるいは育成医療が適用できる。しかし、地

方自治体に適用の裁量と、適用された場合の医

療費負担額決定が任されており、地域によって

は必ずしも適切に運用されているとはいえない

と思われる 19,20)。 

以上のように、妊娠・出産・育児にあたって

は、特に保険未加入の場合やオーバーステイの

場合に、考えてもいないような多額の医療費

が必要となり、それが本人もしくは医療機関

の負担になる場合がある。またそれが外国人

妊産婦を医療機関から遠ざけている大きな要

因の一つと考えられる。現在の健康保険制度

が外国人にとって加入しにくいものである以

上、特に擁護を必要とする母子保健上ハイリ

スクな妊産婦や新生児に対し、母子保健法と

児童福祉法を適切に運用すべきである。これ

らに定められた緒制度は、外国人の在留資格

および外国人登録の有無に関わらず利用する

ことができることが、すでに内閣総理大臣の

国会答弁で明らかとなっている 21)。したがっ

て、地方自治体による格差が存在するならば、

それは速やかに是正されるべきである。 

 さらに前項で述べたが、外国人妊産婦が適

切に医療にアクセスできるよう、彼女らへの

妊娠前からの情報と知識の提供、啓蒙は大き

な課題である。「妊娠したら母子健康手帳を

取得し、定期的に妊婦健康診査を受ける」と

いう最低限の情報を在日外国人に届けるには、

外国人の出入国、医療、教育などに関わる機

関や施設、地域や自治体、マスメディアが協

同する必要がある。 

 

E．提言 

1．専門的医療通訳の導入 

 在日外国人に対する周産期医療において、

特にインフォームドコンセントが適切に得ら

れないという点が大きな問題となっている。

外国人に対して日本人と同様の、インフォー

ムドコンセントに基づいた医療を提供するた

めには、専門的医療通訳を導入する必要があ

る。専門職としての医療通訳を確保するため

には、その養成とネットワーク強化、身分保

障が必要である。 

 

2．入院助産、養育医療の必要例への適用 

母子保健法と児童福祉法は、在留資格に関

わらず適用できる制度である。しかし、一方

で、自治体によっては異なる対応を示し、個

人や医療機関に混乱を招いていることもある。
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先に述べた内閣総理大臣答弁に基づいて、必要

がある症例については、外国人であっても適正

に運用が行われるよう指導が必要である。 

 

3．外国人に対する周産期保健医療情報の提供 

 在日外国人妊産婦は、言語の問題、社会的背

景の複雑さなどから、母子保健上必要な情報へ

のアクセスができない。そのため、在日外国人

妊産婦、医療機関双方に多くの問題を引き起こ

している。外国人の出入国の段階から、多くの

機関が情報提供に務める必要がある。 
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付．略語 

Hb: Hemoglobin, ヘモグロビン． 

HBs 抗原: B 型肝炎ウィルス s抗原． 

HBs 抗体: B 型肝炎ウィルス s抗体． 

HBe 抗原: B 型肝炎ウィルス e抗原． 

HBe 抗体: B 型肝炎ウィルス e抗体． 

HBc 抗体: B 型肝炎ウィルス c抗体． 

HIV: Human Immunodeficiency Virus, ヒト免疫

不全ウィルス． 

STS: Serological Test for Syphilis, 血清梅

毒反応． 

TPHA: Treponema Pallidum Hemagglutination 

Test, 梅毒トレポネーマ赤血球凝集反応．  
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表 1．全分娩数、在日外国人分娩数の推移 

（1990-2001 年、国立国際医療センター産科） 

 

年 全分娩 外国人 外国人割合 

1990 474  20  4.2%  

1991 428  21  4.9%  

1992 409  30  7.3%  

1993 420  26  6.2%  

1994 446  34  7.6%  

1995 429  47  11.0%  

1996 451  62  13.7%  

1997 499  79  15.8%  

1998 460  80  17.4%  

1999 508  85  16.7%  

2000 478  90  18.8%  

2001 471  82  17.4%  

計 5473  656  12.0%  

 

 

図 1．全分娩数、在日外国人分娩割合の推移 

（1990-2001 年、国立国際医療センター産科） 
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表 2．在日外国人分娩例の国籍（出身地） 

（1990-2001 年、国立国際医療センター産科） 

 

地  域 国籍（出身地） N % 

アジア 東・東南アジア 韓国・朝鮮 223  34.0  

  中国 164  25.0  

  タイ 100  15.2  

  フィリピン 70  10.7  

  台湾 25  3.8  

  ミャンマー 14  2.1  

  インドネシア 8  1.2  

  カンボジア 3  0.5  

  マレーシア 2  0.3  

  香港 1  0.2  

  マカオ 1  0.2  

  シンガポール 1  0.2  

  ベトナム 1  0.2  

 （東・東南アジア 計） 613   93.4 

 その他のアジア ネパール 5  0.8  

  インド 4  0.6  

  トルコ 3  0.5  

  パキスタン 2  0.3  

  イスラエル 1  0.2  

  （アジア 計）   15   2.3   

中南米  ブラジル 4  0.6  

  コロンビア 4  0.6  

  ペルー 1  0.2  

  アルゼンチン 1  0.2  

  ボリビア 1  0.2  

  パラグアイ 1  0.2  

  （中南米 計）   12   1.8   

ヨーロッパ  スペイン 2  0.3  

  ドイツ 1  0.2  

  グルジア 1  0.2  

  イタリア 1  0.2  

  オランダ 1  0.2  

  スウェーデン 1  0.2  

  （ヨーロッパ 計） 7   1.1 

北米  アメリカ 5  0.8  

  カナダ 1  0.2  

  （北米 計）   6   0.9   

中近東   エジプト 1   0.2   

不明     2   0.3   

計   656  100.0  
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表 3．在日外国人と日本人分娩例の特徴 

（1990-2001 年、国立国際医療センター産科） 

 

   外国人 (N=656)  日本人 (N=4817)  P-value 

   N  %   N  %   (x2-test) 

年齢 15-19  3  0.5   57  1.2   0.18 

 20-29  306  46.6   2102  43.6    

 30-39  331  50.5   2506  52.0    

 40-49  16  2.4   144  3.0    

 不明  0     8  0.2    

[中央値] (25,75 パーセンタイル)  [30] (27,33)  [30] (27,33)   

経産回数 0  372  56.7   2601  54.0   0.44 

 1-4  283  43.1   2202  45.7    

 5+  1  0.2   7  0.1    

 不明  0     7  0.1    

分娩時週数 37 週未満  35  5.3   284  5.9   0.62 

 37 週以上  608  92.7   4506  93.5    

 不明  13  2.0   27  0.6    

分娩様式 頭位経腟  486  74.1   4018  83.4   <0.001 

 帝王切開  116  17.7   494  10.3    

 鉗子・吸引  44  6.7   239  5.0    

 骨盤位経腟  10  1.5   63  1.3    

 不明  0     3  0.1    

出生時体重 2500g 未満  42  6.4   482  10.0   <0.001 

 2500-3999g  597  91.0   4344  90.2    

 4000g 以上  19  2.9   39  0.8    

（平均±標準偏差）  （3155±470）  （3007±467）   

 

 

 

  

  

85



表 4．在日外国人と日本人帝王切開例の適応 

（1990-2001 年、国立国際医療センター産科） 

 

 外国人 (N=116)  日本人 (N=494) 
適応 

N %  N % 

絶対的母体適応 17  14.7  70  14.2  

胎児適応 47  40.5  283  57.3  

子宮瘢痕 36  31.0  101  20.4  

本人希望 8  6.9  4  0.8  

妊娠中毒症 4  3.4  13  2.6  

感染症 3  2.6  7  1.4  

その他母体疾患 1  0.9  6  1.2  

その他 0  -  2  0.4  

不明 0  -  8  1.6  

P<0.001 (x2-test) 

 

 

表 5．在日外国人と日本人吸引・鉗子分娩例の適応 

（1990-2001 年、国立国際医療センター産科） 

 

 外国人 (N=44)  日本人 (N=239) 
適応 

N %  N % 

胎児仮死 24  54.5  157  65.7  

分娩第２期遷延 19  43.2  67  28.0  

分娩第２期短縮目的 1  2.3  8  3.3  

不明 0  0  7  2.9  

P=0.18 (x2-test) 
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表 6．在日外国人分娩例の居住地 

（1990-2001 年、国立国際医療センター産科） 

 

居住地 N % 

東京都 新宿区 487  74.2  

 中野区 27  4.1  

 豊島区 17  2.6  

 文京区 15  2.3  

 渋谷区 14  2.1  

 杉並区 13  2.0  

 板橋区 12  1.8  

 練馬区 7  1.1  

 北区 6  0.9  

 世田谷区 6  0.9  

 大田区 4  0.6  

 足立区 3  0.5  

 江東区 3  0.5  

 墨田区 3  0.5  

 千代田区 2  0.3  

 江戸川区 2  0.3  

 品川区 1  0.2  

 ２３区外 9  1.4  

 （東京都計） 631 
 
96.3 

 

埼玉県  10  1.5  

神奈川県  8  1.2  

千葉県  4  0.6  

茨城県  1  0.2  

長野県  1  0.2  

不明  1  0.2  

計  656  100  
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表 7．在日外国人分娩例の在日期間 

（1990-2001 年、国立国際医療センター産科） 

 

  在日期間  

分娩年  3 年未満 3 -7 年 7 年以上 不明 計 

1990-2001 N 208 212 132 104 656 

 (%) (31.7) (32.3) (20.1) (15.9) (100) 

1990-1992 N 20 20 4 27 71 

 (%) (28.2) (28.2) (5.6) (38.0) (100) 

1993-1995 N 35 35 9 28 107 

 (%) (32.7) (32.7) (8.4) (26.2) (100) 

1996-1998 N 72 86 46 17 221 

 (%) (32.6) (38.9) (20.8) (7.7) (100) 

1999-2001 N 81 71 73 32 257 

 (%) (31.5) (27.6) (28.4) (12,5) (100) 

 

 

表 8．在日外国人分娩例の日本語会話能力 

（1990-2001 年、国立国際医療センター産科） 

 

能力 N % 

可能 290  44.2  

だいたい 165  25.2  

片言のみ 132  20.1  

不可能 38  5.8  

不明 31  4.7  
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表 9．在日外国人分娩例の国籍（出身地）別健康保険加入状況 

（1990-2001 年、国立国際医療センター産科） 

 

地域 
国籍 

（出身地） 

国民健 

康保険 

社会保険 

共済組合 
生活保護 未加入 不明 計 

総計 N 323  110  6  201  16  656  

 (%) (49.2)  (16.8)  (0.9)  (30.6)  (2.4)  (100)  

アジア 韓国・朝鮮 141  35  0  41  6  223  

  (63.2)  (15.7)  (0.0)  (18.4)  (2.7)  (100)  

 中国 98  32  1  30  3  164  

  (59.8)  (19.5)  (0.6)  (18.3)  (1.8)  (100)  

 タイ 10  6  0  82  2  100  

  (10.0)  (6.0)  (0.0)  (82.0)  (2.0)  (100)  

 フィリピン 21  22  3  24  0  70  

  (30.0)  (31.4)  (4.3)  (34.3)  (0.0)  (100)  

 台湾 19  4  0  0  2  25  

  (76.0)  (16.0)  (0.0)  (0.0)  (8.0)  (100)  

 ミャンマー 5  0  1  7  1  14  

  (35.7)  (0.0)  (7.1)  (50.0)  (7.1)  (100)  

 インドネシア 2  0  0  6  0  8  

  (25.0)  (0.0)  (0.0)  (75.0)  (0.0)  (100)  

 その他 12  6  0  6  0  24  

  (50.0)  (25.0)  (0.0)  (25.0)  (0.0)  (100)  

中南米  7  0  1  4  0  12  

  (58.3)  (0.0)  (8.3)  (33.3)  (0.0)  (100)  

ヨーロッパ･アフリカ 6  1  0  0  1  8  

  (75.0)  (12.5)  (0.0)  (0.0)  (12.5)  (100)  

北米  1  4  0  0  1  6  

  (16.7)  (66.7)  (0.0)  (0.0)  (16.7)  (100)  

不明  1  0  0  1  0  2  

  (50.0)  (0.0)  (0.0)  (50.0)  (0.0)  (100)  
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表 10．在日外国人分娩例の入院助産被給付者 

（1990-2001 年、国立国際医療センター産科） 

 

国籍（出身地） 被給付者数 分娩数 
国籍（出身地）別 

被給付者割合（%） 

韓国・朝鮮 48 223 21.5
中国 13  164  7.9  

タイ 6  100  6.0  

フィリピン 2  70  2.9  

ミャンマー 1  14  7.1  

ブラジル 1  4  25.0  

カンボジア 1  3  33.3  

トルコ 1  3  33.3  

パキスタン 1  2  50.0  

ペルー 1  1  100  

計 75 656 11.4

 

 

表 11．在日外国人分娩例の日本語会話能力別の特徴 

（1990-2001 年、国立国際医療センター産科） 

 

   できない (N=38)  その他 (N=587)  P-value 

   N  %   N  %   (x2-test) 

年齢 15-19  0  -   3  0.5   0.73 

 20-29  18  47.4   275  46.9    

 30-39  20  52.6   293  49.9    

 40-49  0  -   16  2.7    

[中央値] (25,75 パーセンタイル)  [30] (26,33)  [30] (27,33)   

経産回数 0  25  65.8   326  55.5   <0.001 

 1-4  12  31.6   261  44.5    

 5+  1  2.6   0  -    

分娩時週数 37 週未満  3  7.9   31  5.3   0.28 

 37 週以上  33  86.8   545  92.8    

 不明  2  5.3   11  1.9    

分娩様式 頭位経腟  22  57.9   440  75.0   0.058 

 帝王切開  11  29.0   101  17.2    

 鉗子・吸引  5  13.2   36  6.1    

 骨盤位経腟  0  -   10  1.7    

出生時体重 2500g 未満  4  10.5   36  6.1   0.31 

 2500-3999g  34  89.5   534  90.7    

 4000g 以上  0  -   19  3.2    

（平均±標準偏差）  （3178±470）  （3154±469）   

パートナーの 外国  28  73.7   316  53.8   0.028 

国籍（出身地） 日本  7  18.4   236  40.2    

 不明  3  7.9   35  6.0    

在日期間 ３年未満  31  81.6   175  29.8   <0.001 

 ３－７年未満  0  -   205  34.9    

 ７年以上  0  -   131  22.3    

 不明  7  18.4   76  13.0    

健康保険 あり  25  65.8   393  67.0   0.64 

 なし  13  34.2   182  31.0    

 不明  0  -   12  2.0    

産褥１ヶ月 あり  29  76.3   478  81.4   0.46 

健診受診 なし  7  18.4   69  11.8    

 不明  2  5.3   40  6.8    
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表 12．在日外国人分娩例の日本語会話能力別帝王切開率とリスク 

（1990-2001 年、国立国際医療センター産科） 

 

日本語会話 手術数 (N) % オッズ比 95%信頼区間. P-value 

できる 46 (290) 15.9  1 - - 

だいたい 33 (165) 20.0  1.32 0.81-2.18 0.26 

片言 22 (132) 16.7  1.06 0.61-1.85 0.84 

できない 11 (38) 28.9  2.16 1.0-4.69 0.046 

 

 

表 13．在日外国人分娩例の飛び込み分娩の有無別の特徴 

（1990-2001 年、国立国際医療センター産科） 

 

   飛び込み例 (N=21)  飛び込みなし (N=635)  P-value 

   N  %   N  %   (x2-test) 

年齢 15-19  1  4.8   2  0.3   0.015 

 20-29  12  57.1   294  46.3    

 30-39  8  38.1   323  50.9    

 40-49  0  -   16  2.5    

[中央値] (25,75 パーセンタイル)  [26] (22,30)  [30] (27,33)   

経産回数 0  8  38.1   364  57.3   0.21 

 1-4  13  61.9   270  42.5    

 5+  0  -   1  0.2    

分娩時週数 37 週未満  1  4.8   34  5.4   <0.001 

 37 週以上  8  38.1   600  94.5    

 不明  12  57.1   1  0.2    

分娩様式 頭位経腟  16  76.2   470  74.0   0.018 

 帝王切開  2  9.5   114  18.0    

 鉗子・吸引  1  4.8   43  6.8    

 骨盤位経腟  2  9.5   8  1.3    

出生時体重 2500g 未満  4  19.0   38  6.0   0.043 

 2500-3999g  17  81.0   580  91.0    

 4000g 以上  0  -   19  3.0    

（平均±標準偏差）  （2843±633）  （3166±461）   

婚姻 既婚  5  23.8   509  80.2   <0.001 

 未婚  13  61.9   90  14.2    

 不明  3  14.3   36  5.6    

在日期間 ３年未満  8  38.1   200  31.5   0.48 

 ３－７年未満  6  28.6   206  32.4    

 ７年以上  2  9.5   130  20.5    

 不明  5  23.8   99  15.6    

日本語能力 できる  2  9.5   288  45.4   0.026 

 だいたい  9  42.7   156  24.6    

 片言  7  33.3   125  19.7    

 できない  2  9.5   36  5.7    

 不明  1  4.8   30  4.7    

健康保険 あり  3  14.3   436  68.7   <0.001 

 なし  17  81.0   184  29.0    

 不明  1  4.8   15  2.4    

産褥１ヶ月 あり  6  28.6   522  82.2   <0.001 

健診受診 なし  12  57.1   65  10.2    

 不明  3  14.3   48  7.6    
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